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古川 敦子 
キーワード 
日本語指導 小学校教員 個別の指導計画 PDCA サイクル 教員支援 
 
要旨 
平成 26 年度から日本語指導が必要な児童生徒を対象に、小中学校で「特別の教育課程」
を編成し、日本語能力に応じた指導を実施することが可能になった。その実施には教員が
「個別の指導計画」を作成することが求められる。本稿では、小学校で日本語指導を担当
する教員が外国人児童を対象とした「個別の指導計画」を作成して、実践、振り返りを行
う過程を記述し、その過程を通して教員の日本語指導に対する意識がどのように変容した
かを分析した。その結果、教員の外国人児童を捉える視点の広がりと、日本語指導の意義
の明確化が明らかになった。また、指導者間の連携体制の整備と、日本語能力観、および
教育観の検討が課題として示唆された。 
 
１ はじめに －問題の所在と目的－ 
 近年、外国人児童生徒 1）の数が増加し、小中学校における日本語指導が教育課題として
広く認識されるようになってきた。それに伴い、文部科学省の施策にも大きな動きが見ら
れ、平成 26 年度から日本語指導が必要な児童生徒に対して、「特別の教育課程」2）を編成・
実施することが可能となり、日本語能力に応じた指導が学校教育に正式に位置づけられる
ようになった。 
 この「特別の教育課程」の編成には、主たる日本語指導者が教員免許を有する教員であ
ること、そして対象児童生徒の「個別の指導計画」3）作成と、それに基づいた実践および
評価を行うことが必須となる。しかしながら、小中学校における日本語指導は他教科の指
導と比べて歴史が浅く、指導方法や教材選択に関しても蓄積が少ない。また、小中学校の
多くの教員にとって日本語指導は経験のない未知の分野である。このような中で、児童生
徒個々人の指導目標・内容・方法・評価基準等を含む計画を作成することは、新たに複数
の教育課程を編成することでもあり、教員にとって大きな負担となるだろう。加えて、指
導の際には児童生徒一人ひとりの文化的・言語的背景や、ことばの発達段階を考慮するこ
とも求められ、日本語教育の専門的な知識も必要となる。今後、日本語指導担当教員を対
 共愛学園前橋国際大学論集 No.15 70 
象とした研修の拡大・充実等、教員を支援する体制の整備が求められるが、その中でも「個
別の指導計画」は日々の授業に直結することから、効果的な作成と運用に関する支援の必
要性が高いと考えられる。しかし日本語指導における「個別の指導計画」の作成や実践事
例を調査した研究はまだ少なく、課題も整理されていない。 
本研究は、日本語指導を担当する教員の視点に焦点を当て、日本語指導の目標や手立て
の設定、指導の実践、見直しや検討の過程を調査したものである。小学校の日本語指導担
当教員 1 名と筆者は、「特別の教育課程」編成・実施の施行に先立ち、ある外国人児童を
対象とした「個別の指導計画」を作成して、PDCA（計画‐実施‐評価‐改善）サイクル
に基づいて考察することを共同で試みた。本稿では、その過程において教員がどのように
日本語指導を捉えたかを記述することで、以下の 2 点を明らかにすることを目的とする。 
 
（1）計画作成・実践・評価・改善という PDCA サイクルを通して、教員の日本語指導に
関する意識がどのように変容するか 
（2）「個別の指導計画」の作成・実践において、どのような点が課題となるか 
 
本稿で取り上げるのは教員 1 名の事例であるが、教員がどのような視点で日本語教育に
取り組むのか、また、指導の過程でどのような支援が教員に必要になるのかを明らかにす
ることは、今後の教員研修の充実を検討する上で有用なデータを提供できると考える。 
 
２ 日本語指導が必要な児童生徒に対する国の施策 －「特別の教育課程」－ 
 文部科学省の「日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成 24 年
度）」4）によると、国内の公立学校に在籍する日本語指導が必要とされる外国籍児童生徒は
27,013 人、日本国籍の児童生徒は 6,171 人である。この調査で対象になる「日本語指導
が必要な児童生徒」とは、「日本語で日常会話が十分にできない児童生徒」および「日常会
話ができても、学年相当の学習言語が不足し、学習活動への参加に支障が生じており、日
本語指導が必要な児童生徒」である。近年は日本語指導が必要な児童生徒の在籍校のうち、
1 校に 4 人以下という少数在籍校が 8 割から 9 割を占めている。外国人児童生徒の受入れ
と日本語指導は外国人集住地域に限らず、全国的な教育課題として広く認識され、指導・
支援体制の整備が強く求められるようになっている。 
 これまで文部科学省は外国人児童生徒等の教育充実のために、日本語指導等の教員の加
配、教員研修の実施、JSL カリキュラム等の日本語指導教材の作成と配布、『外国人児童
生徒受入れの手引き』の発行、情報検索サイトの開設などの施策を実行してきた。しかし、
実際の指導内容や指導体制は各地域や学校によって大きく異なり、十分な指導が必ずしも
実施されているとは言えない状況もある。前述の調査でも日本語指導が必要な児童生徒の
うち、外国籍児童生徒の 13.5％、日本国籍の児童生徒の 18.3%は日本語指導を受けられて
いないことが示されている。そのため、全国である一定の質が担保された日本語指導を行
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えるような体制の整備が強く求められるようになり、平成 26 年 4 月 1 日から在籍学級以
外の教室で行われる指導を「特別の教育課程」として編成することができるようになった。
この制度の概要を以下の表 1 に記す 5）。 
表 1「特別の教育課程」制度の概要 
 
 
 
 
 
 
 
 
 「特別の教育課程」を編成する場合、これまでの日本語指導と大きく変わり、注目を集
めるのは③の指導者と、⑥の指導計画の作成及び学習評価の実施であろう。 
日本語指導の主たる指導者は教員免許を有することが必要となる。地域の日本語支援者
や児童生徒の母語に通じる人が日本語指導に関わる場合は、主たる指導者である教員とと
もに「指導補助者」として指導に携わることになり、児童生徒の指導を指導補助者だけに
任せることは不可能になる。教員も児童生徒の発達段階に応じた教科等の指導に加え、日
本語指導についての専門的な知識や指導力が求められる。 
 さらに、学校長の責任の下、個々の児童生徒の指導目標や指導内容を明記した「個別の
指導計画」を作成し、学習評価を行うことが必要になる。これまで指導計画の作成や学習
評価は外国人集住地域の学校内の取り組み、または担当教員の個人的な取り組みとして行
われることはあった。しかし、国の制度として定められてはいなかったため、指導の目標
や内容が適切かどうか、また指導に継続性、一貫性があるかどうかについて検討・評価す
ることが教員には必ずしも求められてはいなかった。「特別の教育課程」が実施される際に
は、関係者が連携して指導計画を作成し、実践・評価を行っていくことになる。 
 日本語指導の「特別の教育課程」は施行後まだ日が浅く、学校現場が対応していくには
時間を要すると考えられる。多くの児童生徒の事例や日々の教育実践例を集約し、蓄積し
ていくとともに、指導計画の作成から実施、評価までの一連の流れにおいて、教員に対し
継続的な支援を提供できるような体制を整えることが求められるだろう。 
 
３「個別の指導計画」とは 
日本語指導における「個別の指導計画」作成は、外国人集住地域の一部の教育委員会や
学校等では既に取り組みが始まってはいるものの、作成の有効性に関する調査・研究はま
だ数が少ない。しかし、個々の子どもの多様性や発達段階などの実態を把握した上で教育
実践をデザインしていく必要があるという点では、特別支援教育のあり方と共通している。
「特別の教育課程」による日本語指導 
①指導内容：児童生徒が日本語で学校生活を営み、学習に取り組めるようになるための指導 
②指導対象：小・中学校段階に在籍する日本語指導が必要な児童生徒 
③指 導 者：日本語指導担当教員（教員免許を有する教員）及び指導補助者 
④授業時数：年間 10単位時間から 280単位時間までを標準とする 
⑤指導の形態及び場所：原則、児童生徒の在籍する学校における「取り出し」指導 
⑥指導計画の作成及び学習評価の実施：計画及びその実績は、学校設置者に提出 
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実態把握 
（アセスメント） 
目標の設定 
（方向性を定める） 
指導計画の作成
（具体的な計画） 
指導の展開 
（日々の記録・評価） 
総合評価 
修正 
①子ども主体の目標である 
②肯定的な目標である 
③目標が一つに絞られている 
④観察及び評価（○×）可能な目
標である 
⑤条件が示されている 
⑥基準が示されている 
⑦子どもの強い力を利用できている 
⑧課題の順序が適切である 
⑨手だての量が適切である 
⑩必要に応じて計画の見直しや修
正を行う 
表 3指導計画作成でのポイント 
対象となる子どもの背景は異なるが、特別支援教育で論じられている「個別の指導計画」
の作成方法、活用の意義、および教員への支援は、日本語指導においても参考になる点が
多いと考えられる。ここでは、これまでの特別支援教育における「個別の指導計画」作成
に関する研究について概観する。 
特別支援教育において「個別の指導計画」は、子どもたちの指導・支援に必要なものと
して位置づけられており、指導に関わる教員の共通の理解のもとに、子ども一人ひとりの
実態や教育的ニーズに対応した指導を具体化するために作成される。これにより、対象の
子どもに対して継続性、一貫性を持った指導が可能になる。新学習指導要領等では、特別
支援学校だけではなく、通常の小中学校に在籍する対象児童生徒に対しても「個別の指導
計画」の作成の必要性が示されている 6）。 
「個別の指導計画」作成はその計画立案だけでは  表 2 個別の指導計画の流れ（海津 2012） 
なく、計画（Plan）・実践（Do）・評価（Check）・
改善（Action）という一連のサイクルに沿って指
導内容や方法を適宜見直しながら、より効果的な
指導を目指していくことも含まれる。また計画立
案には子どもの実態把握、指導の方向性（目標）
の決定も必要不可欠であり、これらもこのサイク
ルの重要な一部分であると考えられる（表 2）。 
海津（2012）では、個別の指導計画を作成する
際のポイントとして、10 点を挙げている（表 3）。
また、個別の指導計画を作成する利点として、児
童生徒の実態把握・指導の方向性・評価の視点が
明確になること、本人を含めた関係者が指導や学
習の意図を共有できること、対象児童生徒だけで
はなく、クラス全体にとっても分かりやすい授業と
なり、教員のスキルアップにもつながることなどが
示されている（海津 2012）。しかしながら、このよ
うな指導計画の書類を作成することは教員の多忙
感・負担感などにつながることも指摘されている（小
坂・姉崎 2011、池田・安藤 2012）。また、実際の指
導と結びつくような実効性の高い目標や手立ての設
定、外部の専門家も含めた関係者間の協力関係づく
りも課題となり、教員の指導計画作成を継続的に支
援する研修プログラムの必要性も指摘されている
（竹林地・肥後 2003、海津・佐藤 2004、海津他 2005 など）。 
外国人児童生徒を対象とした日本語の「個別の指導計画」作成には、上記で指摘されて
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いる点の他に、対象となる児童生徒の実態を滞日歴、日本語習得、母語の習得、学習状況、
家庭生活などから多面的に把握すること（佐藤他 2005）、また指導においては、児童のこ
とばの力を高めていくという点が考慮される。 
 
４ 調査概要 
4-1 調査協力者 
本調査の協力者（以下、T）は、外国人集住地域の小学校に勤務する教員歴 2 年、日本
語指導担当 1 年目の教員である。これまで海外滞在経験、日本語教育経験はない。 
T の勤務校は総児童数約 380 人、うち外国籍児童数約 50 人で、市内でも外国籍児童の
在籍割合が高い小学校である。校内には日本語教室が設置され、取り出しによる指導が行
われている。通級児童数は通常、1 年生から 6 年生まで 15～18 人程度であり、日本語習
得状況に応じた日本語学習や教科補習が個別に行われている。 
日本語教室では T の他に指導補助者 1 名が指導に当たる。この指導補助者は、多くの通
級児童の母語であるスペイン語とポルトガル語に堪能であり、小中学校で日本語指導に 10
年以上関わっているベテランである。日本語教室における指導だけではなく、児童や保護
者との通訳や、学校からのお知らせ等の翻訳業務も行っている。T は日本語指導の担当が
初めてだったため、当初はこの指導補助者から通級児童や日本語教材等についての情報を
提供してもらうことが多かったと述べている。 
 
4-2 調査対象となる児童  
 B 児は小学 1 年生の外国人児童である。日本生まれだが、3 歳で帰国し、就学前年に再
来日した。就学まで約半年間家庭で過ごしており、幼稚園や保育所へは通っていない。小
学校入学後の 4 月から日本語教室に 1 日に 1～3 時間程度通級している。入学当初は日本
語でのコミュニケーションが難しく、日本語教室では指導補助者による母語での指示に頼
ることが多かった。T は B 児が授業中に「分からない」「難しい」「できない」と言って学
習に取り組まなかったり、活動をやめてしまったりすることを気にかけており、B 児の日
本語力を伸ばすとともに学習意欲を高めたいと考えていた。 
 
4-3 調査の概要 －個別の指導計画の PDCAサイクル－ 
B 児の指導の計画･実践・振り返りは PDCA サイクル（計画‐実施‐評価‐改善）の手
法に基づいて行った。PDCA サイクルの期間は、第 1 期（平成 25 年 9 月～11 月）、第 2
期（平成 25 年 11 月～12 月）、第 3 期（平成 26 年 1 月～3 月）に分けることとした。以
下、表 4 にその流れを示す。 
 共愛学園前橋国際大学論集 No.15 74 
①      ②      ④      ⑤       ⑦       ⑧       ⑩ 
 
③             ⑥            ⑨ 
 
表 4 個別の指導計画の作成・実施・評価のサイクル（①～⑩） 
 
  
 
 
 
 
 
まず B 児の実態把握を目的に情報を収集し（表 4 の①、以下同様）、それをもとに指導
目標や手立てなど、第 1 期の計画を作成して（②）、実践を行った（③）。11 月には第 1
期の指導についての評価を行い、改善点を検討して（④）、第 2 期の計画につなげた（⑤）。
第 2 期、第 3 期も同様の流れで実施した。この一連の流れの中で、筆者は、①の実態把握、
各期の指導計画作成（②⑤⑧）、評価と改善点の検討（④⑦⑩）の際に T とミーティング
の時間を持ち、T の考えを聞き取って記述した。 
計画作成の際には、海津他（2005）の「児童の実態把握の際に教員の意識が向きにくい
点」を踏まえ、筆者は T に対して以下の 3 点を提案した。 
（1）指導計画作成時には、複数の関係者から情報を収集すること 
（2）B 児の「強み」に配慮し、それと関連させた目標、手立てを設定すること 
（3）目標や評価の観点を具体的なものにすること 
具体的には、T に B 児の日本語教室の様子だけではなく在籍学級での様子についても情
報を収集することを依頼した。B 児の強みを捉え、それを実際の指導と関連させていくた
めに、担任教員や指導補助者に「B 児の強み（得意なこと、好きなこと）」「授業・活動・
休み時間等の B 児の様子」「B 児の学習状況（どこまで習得しているか）」「B 児の躓きと、
その要因」という 4 つの観点から B 児の様子を聞くこと、そして B 児本人にも学校の勉強
についてどのように思っているか尋ねることを提案した。 
指導計画を作成する際には、目標の適切性（B 児にとって達成可能な目標かどうか）、手
立ての具体性（目標達成のために教員は何をするか）、評価基準の明確性（いつ、どのよう
に評価をするか）を考えながら、T と筆者の二人で話し合った。特に目標や評価基準を設
定する際には、客観的に観察可能なものになるように心がけた。 
 
５ 実践 
 先述の 4-4 の PDCA サイクル（表 4）の流れに沿って、T が作成した B 児の個別の指導
計画とその評価について記述する。 
 
5-1 B児の実態把握と第 1期指導計画の作成（表 4 ①・②） 
 指導計画作成の作成に当たり、T は B 児の在籍学級の様子と日本語教室での様子につい
B児の 
実態把握 
(H25.9) 
第 2 期評価 
改善点検討 
(H25.12) 
第 2期 
指導計画作成 
（H25.11） 
第 1期 
指導計画作成 
(H25.9) 
第 1 期評価 
改善点検討 
(H25.11) 
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て情報を収集した。また指導補助者の協力を得て、B 児本人にも学校での勉強に関して聞
き取りを行った。以下、表 5~7 にその結果をまとめる。 
 
表 5 在籍学級での B児の様子 
 
 
 
 
 
 
表 6 日本語教室での B児の様子 
 
 
 
 
 
 
 
表 7 Ｔによる B児への聞き取り（指導補助者による通訳あり） 
 
 
 
 
T は、B 児がひらがなが読めないこと、加えて他の児童は問題なく読み書きができてい
ることから引け目を感じており、それがB児の国語の苦手意識につながっていると考えた。
ひらがなの読み書きは、T としては 1 年生のうちに身につけてもらいたい最優先事項であ
ったため、学年末までの長期目標として、「ひらがなが読んで書けるようになること」「国
語の教科書がみんなと一緒に読めるようになること」の二つを設定した。 
また、T が情報収集のために B 児本人に算数が好きかどうか尋ねたところ、「算数」と
いう語の意味は分かっても「好き」の意味が分からず、答えられないという出来事があっ
た。結局、指導補助者の通訳を介して B 児が算数は得意と感じていることは分かったが、
この出来事から、TはB児が理解できる語彙が予想以上に少ないのではないかと気づいた。
担任教員からは在籍学級でも授業中の教員の指示が分からず行動に移せないと指摘されて
いた。しかし、B 児は授業中の指示だけではなく、日常的に使われる「立って」「座って」
などの簡単な指示も分かっていない可能性があるのではないか、何をするか分からないま
ま授業や活動が進んでしまい困っているのではないかと推測された。その一方で、B 児は
・1学期は担任教員の指示が理解できず、何をするか分からないまま過ごしていることが多かった。 
 担任が「これをやるよ」と 1対 1で直接 B児に言わないと取り掛かれなかった。 
・国語や算数の授業では与えられた課題には取り組むが、定着に時間がかかる。 
・宿題のプリントは、1学期は未提出のものがあったが、2学期には提出されている。 
・体育が得意で鉄棒、ボール投げ、水泳はできる。 
・給食や掃除は、教員がやり方を一つずつ指示したことで、2学期は進んで取り組めるようになった。 
・運動会の練習では周囲の児童を見ながら行動しているため、動きが遅れることが多い。 
・算数が得意で、計算の仕方が分かれば自分で取り組むことができる。プリントの問題を全問正解す
ることもあり、ハナマルをもらうと喜ぶ。 
・最近の計算テストの結果： 計算問題 80点/100点、文章題 23点/50点 
・Ｔが本人に「算数、好き？」と聞いたところ、その意味が理解できず答えられなかった。 
・国語は苦手意識が強く、1学期から継続して「難しい」「分からない」と言うことが多い。 
・ひらがなはまだ十分に読めず、音読はできない（清音 46文字中 33文字読むことができる）。 
・書くときは 50音表を見て文字を探している。なぞり書きでは、はみ出さずに書けるようになった。 
・漢字には興味を示している。色つきで大きく筆順を書き、指でなぞり書き練習をしている。 
・得意な勉強は算数。 
・苦手な勉強は国語。理由は、難しいから。 
・在籍学級で、他の児童と一緒に勉強することを心配している。 
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活動内容やその方法を個別に直接説明すれば理解でき、進んで取り組めることも分かった。 
そこで、9 月から 11 月までの指導計画にはひらがなを読むこと、そして教員が日常的に
使う指示を聞いて理解することを優先して取り入れることとした。以下は T が作成した第
1 期指導計画の目標・手立て・評価の観点である。 
 
第 1期 9月～11月 指導計画 
 目標（9月～11月） 教員が行う手立て 評価の観点 
i 
「ひらがなを読む」 
ひらがな 50 音（清音）が読
めるようになること 
・授業の最初の 5-10 分間で、カード教材（表面
に絵、裏面に語彙がかいてあるもの）を使用
し、ひらがなを読む練習をする 
ひらがな 50 音（清音）の
文字カードを使用し、文
字が読めるか確認する 
ii 
「教員の指示の理解」 
教員が日常的に使う指示
のことばを聞いて理解でき
るようになること 
・指示の言葉「立って」「座って」「書いて」「聞い
て」などを、絵カードとともに 5枚ずつ練習する 
・指示のことばを担任教員と統一し、在籍学級で
も日本語教室で練習した表現を使ってもらう 
教員の指示を聞いたとき
にその行動ができるかど
うか確認する 
 
5-2 第 1期評価・改善点の検討と第 2期指導計画作成（表 4 ④･⑤） 
5-2-1  評価 
ⅰ）ひらがなを読む： 目標は未達成 
指導の実施にあたり、まず 9 月に B 児がひらがなをどの程度読めるか、T がひらがな文
字カードを 1 枚ずつ見せて確認したところ、清音 46 文字中 33 文字読むことができた。日
本語教室で T は食べもの絵カード等を使ったひらがな練習を試みたが、同時間に通級して
いる他の外国人児童と異なる活動を B 児のみにするのは難しいと感じた。また担任教員か
ら出された課題（国語や算数のドリルなど）に優先的に取り組むことが求められているこ
ともあり、B 児のひらがな練習は指導計画どおりには進まなかった。 
11 月にひらがな読みの確認をしたところ 1 回目（11 月 19 日）に読めたのは 30 文字、2
回目（21 日）には 34 文字で、9 月の結果とほぼ変化がなかった。しかしこの 3 回の確認
から、B 児が毎回読めなかった文字が「こ・つ・の・へ・む・め・も」の 7 文字であるこ
とが分かった。 
 
ⅱ） 教員の指示の理解： 手立てを変更・目標は概ね達成 
 計画では「立って」「座って」「書いて」などの指示を聞いて動作する練習を設定したが、
他の学習とは別に聞き取り・動作だけを練習することにやりにくさを感じた。また、T は
授業に参加するには「教科書を出して」「教科書を閉まって」「○ページを開いて」という
指示の理解を優先すべきと判断し、目標をこの 3 つの指示理解に変更した。日本語教室で
は実際に教科書を使って学習を始める際に、その動作を示しながら繰り返し練習をした。
その結果、B 児はこの 3 つについては指示を聞いて行動ができるようになった。数字の聞
き取りが不十分なため、ページ数は聞き落とすことがあるが、「開いて」と聞くと周囲の児
童の様子を見ながら教科書を開くことができ、学習の準備が早くできるようになった。 
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5-2-2 Tによる第 1期の振り返り 
ひらがなの読みに関しては、当初の計画通りには進まなかったが、読み方の確認を定期
的に行った結果、B 児が苦手とする 7 文字を特定することが可能となった。また、B 児の
観察から「虫」「果物」「体の部位」の絵・文字カードに興味があることが分かった。そこ
で、ひらがな練習の方法を再考し、この 7 文字を中心に B 児が好きな虫・果物・体の部位
のカードを使って練習すること、練習時間は授業の最初ではなく、在籍学級からの課題が
終わった後に変更することとした。 
 
5-2-3 第 2期指導計画 
第 1 期の評価・振り返りを踏まえ、T は第 2 期の指導計画ではひらがなの清音の読みに
焦点を当てることとした。 
 
第 2期 11月～12月（2学期末）指導計画 
 目標（11月－2学期末） 教員が行う手立て 評価の観点 
i 
「ひらがなを読む」 
ひらがな 50 音（清音）が読める
ようになること 
・ひらがな練習の時間を授業の最後の
5-10分間にする 
・B 児が好きな虫の絵カード、果物の絵カ
ードを使用する 
ひらがな 50 音（清音）の
文字カードを使用し、文
字が読めるか確認する 
 
5-3 第 2期評価・改善の検討と第 3期指導計画作成（表 4 ⑦・⑧） 
5-3-1 評価 
ⅰ）ひらがなを読む： 手立てを変更・目標は概ね達成 
T は B 児が苦手とするひらがな 7 文字を意識しながら、文字をマスに書く練習も毎日行
った。しかし、B 児はひらがなの練習にあまり積極的には取り組んでいない様子が観察さ
れたため、T は B 児が「文字の練習をやらされている」と感じているのかもしれないと考
えた。12 月になると B 児は自分から「漢字を勉強したい」と意欲を示し始めた。以前か
ら B 児は漢字の成り立ちを絵で表した教材や、漢数字に興味を示していたことから、T は
12 月上旬から 1 年生の漢字プリントを使用した練習に切り替えた。 
2 学期末に行われた漢字 25 問テストでは、T の支援つき 7）ではあるが、B 児は 5 回目
の挑戦で全問正解できた。また 3 学期初日に前回と同じひらがなの読み確認を行ったとこ
ろ、清音 46 文字中 43 文字読めるようになったことが分かった。 
 
5-3-2 Tによる第 2期の振り返り 
T は B 児が何かできたときにはその都度褒めるように心がけ、B 児自身にもできたこと
が目で見て確認できるよう、プリントやドリルにシールを貼ることも始めた。B 児は進ん
で「やりたい」と言うようになり、プリントが 1 枚完成すると次のプリントに自ら取り組
む姿勢を見せるようになった。12 月末に筆者とミーティングを行った際に、T は日本語教
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室で B 児が「できない」「分からない」という回数がかなり減ったことに気づいたと報告
している。1 学期はプリントに取り組む前から「できない」「分からない」と毎時間のよう
に言っていたが、2 学期の最終週には、算数の文章題に取り組むときと、担任教員から課
題として出された作文を書くときの 2 回のみであった。 
また、T が B 児本人に漢字が好きかと尋ねると「好き。漢字ドリルをやりたい。プリン
トもやりたい。」と答えられており、以前より日本語でのやり取りができるようになったこ
とが感じられた。 
さらに T は、担任教員と指導補助者から、B 児が 1 学期に比べると宿題の提出率が上が
ったこと、担任教員が板書したことをノートに写せるようになったこと、国語の音読が徐々
にできるようになっていること、算数の計算問題では在籍学級の学習内容とほぼ同じ内容
を理解していること等の情報を得た。 
 
5-3-3 第 3期指導計画 
 第 2 期の評価と振り返りを踏まえ、T は第 3 期の指導計画に目標を 3 つ設定した。 
 
第 3期 指導計画作成 
 目標（1月－3学期末） 教員が行う手立て 評価の観点 
i 
「漢字」 
1年生の漢字（80字）が 
書けるようになること 
・漢字テストと同形式の問題をする 
・ミニクイズをする 
漢字テスト 4 回目までの
挑戦で満点を取る 
ii 
「算数の文章題の理解」 
算数の文章題で、式がたて
られるようになること 
・「合わせて」「違いは」など、式を立てるキーワ
ードとなることばに○をつける 
・「広い・狭い」「多い・少ない」などの語彙も反
意語とペアにして教える 
まとめテストの文章題を
読んで式を立てられる 
iii 
「100 までの数」 
100まで数えられるようになる
こと 
・授業の中で声に出して数える練習をし、確認
する 
1 から 100 までの数字を
見て言える 
 
5-4 第 3期評価（表 4 ⑩） 
5-4-1 評価 
i）漢字： 目標は未達成 
 1 週間に 3 回ほど漢字練習プリントやドリルを使用して、漢字の読み、書き練習を実施
した結果、3 月第 2 週に行われた漢字テストでは漢字を書く問題では全 80 字のうち、57
字を書くことができた。読み書き混合の問題では 25 問中 16 問正解という結果だった。 
 
ⅱ）算数の文章題の理解： 目標は概ね達成 
 授業では、プリントの文章題に一人で取り組むことができるようになっている。問題文
をゆっくり口に出して読むようになり、「ぜんぶでいくつですか」という文を読んだ際には
「ぜんぶで」の部分をマルで囲んでいた。3 月の算数まとめテストでは、計算問題は 100
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点中 80 点、文章題を含む問題は 100 点中 75 点であり、文章題の 2 問中 1 問は式・答え
ともに正答できていた。 
 
ⅲ） 100までの数： 目標達成 
 口頭で 100 までの数を言うことができるようになった。また算数プリントで 100 までの
数を順番に書くことができていた。 
 
5-4-2 Tによる第 3期の振り返り 
日本語教室の授業では B 児が国語の教科書の音読に取り組む様子が観察された。漢字の
目標は達成しなかったが、国語の教科書の単元をゆっくりと最後まで読めることも増えた。 
Tは、今後B児には体験したことや感想を表現できるようになってほしいと望んでいる。
これは、第 3 期中には達成が難しいと考え、目標には設定していなかったことである。し
かし、来年度には 5W1H（いつ・どこ・だれ・なに・なぜ・どのように）を使って短い文
が書ける、また「嬉しい」「楽しい」「驚いた」等の感情の語彙を用いて感想が言えるよう
になることを目標にしたいと考えている。 
 
６ 考察 
 今回の調査では、T は「個別の指導計画」の作成において PDCA サイクルを実施し、そ
の過程で筆者と話し合いを重ねた。この一連の流れを通して、T の意識にどのような変容
が見られたか、またどのような点が課題として挙げられたかについて考察する。 
 
6-1  Ｔの意識の変容 
 「個別の指導計画」作成を通して、T の意識には 2 つの変容が見られたと考えられる。 
 1 つめは B 児を捉える視点の変容である。今回の調査開始前、T は学習に取り組むこと
ができない B 児を「学習意欲が低い」と感じており、「B 児の学習意欲を高めるためには
どうしたらよいか」という問いから実践が始まった。しかし第 2 期以降は、T の語りに B
児が学習に「進んで」「自分から」取り組むようになったという積極性や自主性に関するこ
とが増えている。このことから、TのB児に対する見方が肯定的に変化したことが窺える。 
 この変容の要因として、T が B 児の実態をより多面的に把握し、それらを効果的に指導
につなげられたこと、具体的には、T が B 児のことばの力をより詳しく理解したこと、そ
して B 児の強みや興味などと関連した指導を行ったことが考えられる。 
T は最初の実態把握の際に担任教員から「B 児は教員の指示が理解できていない」とい
う情報を得たこと、そして B 児に聞き取りをした際に「好き？」という簡単な問いかけに
答えることも困難だったという状況から、B 児の躓きの原因を「理解できる語彙が予想以
上に少ないこと」と推察した。そこで教員の指示のことばを動作で示しながら教えること、
褒める時も、その評価が B 児にも明確に伝わるようにシールを利用するなど、ことばだけ
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に依らず、視覚的な補助手段を意識的に使い始めた。 
さらに実践を進める中で B 児が漢字に興味を示していることから、「まずひらがなを習
得してから漢字の練習を始める」という計画を変更し、漢字の導入と練習を前倒しして開
始した。その結果、B 児の学習への取り組みに変化が見られ、T も「B 児は内容や方法が
理解できれば、自ら学習に取り組むことができる」と捉えるようになった。 
 2 つめには、PDCA サイクルに沿って、「目標を立てる→手立てを考える→実践する→そ
の手立てが適切だったかどうか評価する→改善点を考える」という手順を踏む中で、日々
の実践の位置づけが明確に意識されるようになったことが挙げられる。 
海津・佐藤（2004）では「個別の指導計画」を作成することで、教師に指導に関する一
連の論理的な思考が構造化されるのではないかと示唆されている。今回の調査でも、T は
複数の関係者から B 児の様子について聞いたことで、新たな B 児の姿に気づくことができ
たと、実態把握の必要性を感じていた。さらに「個別の指導計画」を作成したことの利点
について、「目標を立てることで手だてがつく。だから手だてを考えるのはすごく大事だな
と思いました。どうしたら（B 児が）できるようになるのかって。」と述べており、特に手
立てについて「絵カードを使う」「○日にテストをする」などの具体策を考えることが重要
だと捉えている。「この目標のためにこの指導をする」と、目標と手だてのつながりをより
強く意識するようになったことで、設定した手だてが B 児にとって有効ではないと判断し
た場合には、途中で柔軟に変更することが可能だったのだろうと考えられる。 
本研究では、「個別の指導計画」作成を通して T の日本語指導力がどのように変化した
かという点に関しては明確に示すことはできない。しかし、T の児童を捉える視点の幅が
広がり、児童の実態をより多面的に把握できるようになったこと、また、その実態から指
導の目標や手立てを考えるようになったこと、そして PDCA サイクルに沿って指導を構成
したことで指導の意義がより明確に意識されるようになったことが示されたと言えよう。 
 
6-2 「個別の指導計画」作成の課題 
 今回の「個別の指導計画」作成において困難や負担を感じた点として、T は「目標と評
価の観点をどのように設定すればよいか分かりにくい」こと、そして「在籍学級での学習
と異なる指導内容は日本語教室では扱いにくい」ことを挙げている。この T の感想と、一
連の実践の過程で T と筆者が話し合った内容を含めて考察し、「個別の指導計画」作成の
課題を以下の 2 点にまとめる。 
 
（1）指導者間の連携体制の必要性 
 今回は、実態把握や評価の際には担任教員や指導補助者の意見を聞いたが、各期の目標・
手立て・評価の観点については、筆者と話し合いながら主として T が設定した。T は目標
や評価基準をどこに設定したらいいのか迷うことがあったと述べ、「学年の（指導）内容が
当てはまればいいんですけど、当てはまらない時にちょっと厳しい、難しいんですよね。
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基準をどこにしていいか。自分個人で考えていいのか。」と語っている。 
 今回、T は作成した指導計画を担任教員にも知らせており、また担任教員も日本語教室
内で行ったひらがな確認テストの結果をB児の保護者との面談時に資料として使用するな
ど、双方で B 児の学習状況の情報を共有・活用していた。しかし、複数の関係者での話し
合いが必要なのは、むしろ目標設定等の指導計画作成と改善の時点であろう。「個別の指導
計画」とは、個々の児童のニーズや多様性に応じて作成されるため、目標や手だてが一人
ひとり異なったものになる。作成した計画が児童に適切かどうか、実践をしながら調整さ
れるため、今回のように途中で変更が必要な場合もある。日本語指導担当教員一人に計画
作成と見直しが任されるのはかなりの負担であると同時に、効率性・妥当性にも問題が生
じるだろう。 
特別支援教育の場合でも「個別の指導計画」作成において複数の関係者との連携が課題
として挙げられるが、日本語指導の場合も現状では校内の支援体制が十分とは言えない。
日本語指導担当教員は、担任教員と児童について話し合う時間が少なく、また児童の在籍
学級での様子を十分に把握することができないことも指摘されている。（古川 2013）。今後
は、小坂・姉崎（2011）で述べられているように、「個別の指導計画」作成をきっかけと
して、徐々に校内の連携体制を構築していくという発想も必要になるだろう。また、指導
者間の連携構築と情報共有を教員個人の取り組みに任せるのではなく、学校のシステムの
中で職務へと移行させることも求められる。そうすれば教員個人の負担も軽減され、複数
の視点から検討されることで、児童にとってより有効な指導が提供できるだろう。 
 
（2）日本語能力観と教育観の検討 
今回、T が設定した指導内容は、ひらがな・漢字の練習、教員の指示の聞き取り練習、
算数の計算や文章題の理解であった。このうち、T が特に難しさを感じたのは、第 1 期の
ひらがなの練習と、「立って」「座って」などの指示の聞き取り練習である。一方、授業の
流れに沿って教科書を出す・開く等の指示の聞き取りと、漢字や算数の練習に関しては特
に困難を感じることなく実施できている。 
この点は、教員の日本語能力観や教育観と関連させて考える必要がある。川上（2011）
によると、学校現場では日本語の力が不足している子どもに日本語だけを別に取り出して
指導するというイメージが強くあり、また日本語指導が読み書き指導などに限定的に捉え
られる傾向にあると指摘されている。しかしながら、言語習得は学習者が言いたいことや
内容が「ことば」と結びついたときに進むのであり、支援者が発達段階に応じて理解でき
ることばで話しかけ、やり取りをしながら、その共同行為の中に「知識」（学習内容）を形
づけていくことで、子どもは新たなことばを獲得していくのである（川上 2011）。T が困
難を感じたのは、B 児が実際にことばを使用したい場面や文脈とは関連性の少ない内容の
指導であったと言える。一方、授業の流れの中で教科書を出したり開いたりする練習は、
その場面に即して使われる日本語の練習であったため、B 児もその練習をする意義が理解
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しやすかったのだろう。また、漢字の練習は、在籍学級の学習とも関連性があり、B 児の
興味と学習意欲も高かったため、積極的に取り組めたのだと思われる。さらに今回の実践
では T に意識されてはいなかったが、例えば課題を終えた B 児を T が様々な手段を用い
て褒め、B 児がそれを理解したとき、また B 児が漢字に興味を示し、T がその機会を逃さ
ず教えたとき等に形成された対話も、B 児の学習意欲を高め、日本語の力を伸ばす上で重
要、かつ有効だったと推察される。 
川上（2011）は、「言語教育の実践者（あるいは授業設計者）がことばの力をどのよう
に捉えるかが言語教育の実践を形づける」と主張する。「ことばの力をどのように捉えるか」
「ことばの力をどのように支援するか」という言語能力観・教育観は、指導の方向性を考
える上で、教員間で検討するべき問題である。今後、児童生徒の日本語指導において必須
の課題になると言えよう。 
 
７ 終わりに －今後の課題－ 
 日本語指導が「特別の教育課程」として学校教育の中に正式に位置づけられたことで、
今後は教員を支援するプログラムの確立が急務になると考えられる。今回の調査は教員 1
名の実践事例ではあるが、日本語指導の「個別の指導計画」作成と実践を通して、教員が
児童を多面的に捉える視点を得られたこと、また児童の実態把握から指導の構成を考える
ことで、指導の意義が教員により明確に意識されるようになったことが明らかになった。
これは教師の成長の一面として捉えることもできるだろう。また、「個別の指導計画」を作
成する上での担当教員の不安や負担感から、指導者の連携体制の整備、および、教員の言
語能力観・教育観の検討の必要性が課題として示された。 
今後は、実践事例の調査を継続し、日本語指導における「個別の指導計画」の作成とそ
れに基づいた指導の実施に関してどのような支援が実効性、有用性が高いのか、具体的な
方策を考えていくことが重要となる。そのためには日本語指導に関して教育現場、教育行
政、研究者の三者が連携し、協働実践という形で教員の支援プログラムを確立させていく
ことも必要であろう。さらには、教員に対する支援がどのように指導力向上に資するか、
どのように教育効果が児童生徒に還元されるかについて検証することも課題としたい。 
 
謝辞  調査にご協力いただきました皆様に、心より感謝申し上げます。 
 
注 
1）本稿では、国籍を問わず、外国につながりを持ち、日本語以外を母語とする児童生徒
を「外国人
．
児童生徒」と記し、外国籍を持つ「外国籍
．
児童生徒」と区別する（「外国人
．
児童」も同様に、外国につながりを持ち、日本語以外を母語とする児童を指す）。 
2）日本語指導の一層の充実のため、児童生徒の在籍学級以外の教室で行われる指導につ
いて特別の教育課程を編成・実施することができるよう制度が整備された。 
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文部科学省「学校教育法施行規則の一部を改正する省令等の施行について（通知）（2014
年 1 月 14 日）」http://www.mext.go.jp/a_menu/shotou/clarinet/003/1341903.htm 
3）「特別の教育課程」の実施においては、在籍校で「特別の教育課程編成・実施計画（学
校設置者に提出）」と「個別の指導計画（「児童生徒に関する記録」と「指導に関する記
録」があり、いずれも学校内で活用）」を作成する。本稿で対象とするのは後者の「個
別の指導計画」の「指導に関する記録」である。 
4）文部科学省「『日本語指導が必要な児童生徒の受入れ状況等に関する調査（平成 24 年
度）』の結果について」
http://www.mext.go.jp/b_menu/houdou/25/04/__icsFiles/afieldfile/2013/04/03/1332660_1.pdf  
5）文部科学省「義務教育諸学校における日本語指導の新たな体制整備について」 
http://www.mext.go.jp/component/a_menu/education/micro_detail/__icsFiles/afieldfile/2
014/01/14/1343186_1.pdf 
6）文部科学省「特別支援教育の推進について（通知）平成 19 年 4 月 1 日」「小中学校に
おける LD（学習障害）、ADHD（注意欠陥／多動性障害）、高機能自閉症の児童生徒へ
の教育支援体制の整備のためのガイドライン（試案）平成 16 年」など 
7）漢字を書く問題では、T が漢字を書くマスと送り仮名を付けるという支援をした。 
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Abstract 
Case Study of One Teacher’s Practice for Teaching Japanese as a 
Second Language in a Primary School 
FURUKAWA Atsuko 
It has become possible to organize the Japanese as a second language (JSL) education 
in primary and secondary schools as "special curriculum" from the 2014 academic year. 
It has been expected that the number of teachers who will have the responsibility for 
making individualized education plans for foreign students will be increasing. 
However, most teachers have little or no experience both in teaching Japanese as a 
second language, and in writing individualized education plans. It is necessary, 
therefore, to provide specific support to such teachers. For that purpose, it should be 
clarified what problems they have, and what support they need in their daily practice of 
JSL education. 
This paper describes one teacher's experience making an individual educational plan 
for a first-grade student who recently arrived in Japan. The practice was carried out 
through the PDCA (Plan-Do-Check-Action) cycle. Through this process, the teacher’s 
understanding of the student changed. In addition, the teacher realised that making a 
plan was important and efficient for a student’s progress. Finally, by analyzing the 
teacher’s practice, it became clear that cooperation between teachers and understanding 
the various perceptions of teachers on language education are necessity for making 
individualized education plans. 
